
横須賀都市計画地区計画の変更（横須賀市決定） 
 

都市計画安針台地区地区計画を次のように変更する。 

名          称   安針台地区地区計画 

位          置   横須賀市安針台地内 

面          積   約１７．６ha 

 

地区計画の目標 

   

  安針台地区は、本市の中心部に位置し、自然環境に恵まれている区域の中にあって、京浜急行電鉄安針塚

駅に隣接した市街地であり、開発許可を受けて宅地造成された良好な住宅地である。したがって、地区計画

により開発許可における街づくりの理念を継承し次に掲げる土地利用、緑化の方針及び地区施設、建築物等

に関する整備方針のもと、良好な住環境を形成し、かつ、保全することを目標とする。 

 

土地利用の方針 

 
  地区を低層専用住宅地区、低層住宅地区、中高層住宅地区、住宅商業複合地区及び公共公益施設地区に区

分し、良好な住環境の保全を図るとともに、道路、公園が適切に配置された、コミュニティを高める住宅地

の保全を目指す。 
 

緑 化 の 方 針 
 
  緑あふれる潤いある街並みを形成するため、敷地内緑化として各敷地内には４本（中高層住宅地区におい

ては１戸当たり４本）以上の高木を維持し、現に存する樹林地及び草地を保全する。 
 

地 区 施 設 の 
整 備 の 方 針 

 
  地区内に幹線道路及び区画道路等を適正に配置、整備し、これらの機能が損なわれないよう維持、保全す

る。 
 

建 築 物 等 の 
整 備 の 方 針 

 
（１） 低層専用住宅地区 

閑静なゆとりある低層専用住宅地区として、最低敷地規模を確保し、日照を確保した良好な居住環境が

形成されるよう規制誘導する。 
（２） 低層住宅地区 

閑静なゆとりある低層住宅地区として最低敷地規模を確保するとともに、地区住民の利便性を考慮し店

舗兼用住宅等が立地できる地区として、日照を確保した良好な居住環境が形成されるよう規制誘導する。 
（３） 中高層住宅地区 

秩序ある中高層建築物等が立地できる地区としての街並形成と、ゆとりある良好な居住環境の保全が図

られるよう規制誘導する。 
（４） 住宅商業複合地区 

地区住民の利便性を促進するための商業的施設や低層住宅等が立地できる地区として、周囲の居住環境

と調和が図られるよう規制誘導する。 
（５） 公共公益施設地区 

小学校等公共公益上必要な施設が立地できる地区として周囲の居住環境と調和が図られるよう規制誘

導する。 
 
なお、建築物の屋根及び外壁の色彩は良好な居住環境にふさわしい色合いのものとする。 
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地区施設の配置 
及び規模 幹線道路  幅員６．０ｍ～１１．０ｍ 

区画道路  幅員４．０ｍ 

 

地 

区 

の 

区 

分 

地区

の 

名称 低層専用住宅地区 低層住宅地区 中高層住宅地区 住宅商業複合地区 公共公益施設地区 

地区

の 

面積 約２．２ha 約０．４ha 約１０．２ha 約０．６ha 約４．２ha 

建築物等の用

途の制限 

  次の各号に掲げる

建築物及びこれらに

附属する建築物以外

の建築物は建築して

はならない。 

(1) 住宅（長屋を含

む。） 

(2) 診療所（患者の

収容施設を有する

ものは除く。） 

  次の各号に掲げる

建築物及びこれらに

附属する建築物以外

の建築物は建築して

はならない。 

(1) 住宅（長屋を含

む。） 

(2) 兼用住宅（建築基

準法施行令（昭和 25

年政令第 338 号）第

130 条の３（第１号

及び第７号に掲げ

るものを除く。）に

規定するものをい

う。） 

(3) 診療所（患者の収

容施設を有するも

のは除く。） 

  共同住宅及びこれ

に附属する建築物以

外の建築物は建築し

てはならない。 

  次の各号に掲げる

建築物及びこれらに

附属する建築物以外

の建築物は建築して

はならない。 

(1) 住宅（長屋を含

む。） 

(2) 事務所、店舗その

他これらに類する

用途に供するもの

で建築基準法施行

令第130条の３に掲

げるもの 

(3) 診療所（患者の収

容施設を有するも

のは除く。） 

(4) 巡査派出所、公衆

電話所、銀行、郵便

法（昭和 22 年法律

第 165 号）の規定に

より行う郵便の業

務の用に供する施

設、公共用歩廊その

他公益上必要な建

築物 

  次の各号に掲げ

る建築物及びこれ

らに附属する建築

物以外の建築物は

建築してはならな

い。 

(1) 小学校 

(2) 集会所、公衆便

所その他公共公

益上必要な建築

物 

建 築 物 の 敷 
地 面 積 の 
最 低 限 度 

  次の各号に定める

ところによる。 

(1) 150 ㎡ 

(2) 長屋の用途に供

する建築物の敷地

にあっては一住戸

につき 40 ㎡ 

  次の各号に定める

ところによる。 

(1) 150 ㎡ 

(2) 長屋の用途に供す

る建築物の敷地に

あっては一住戸に

つき 40 ㎡ 

  次の各号に定めると

ころによる。 

(1) 150 ㎡ 

(2) 長屋の用途に供す

る建築物の敷地に

あっては一住戸に

つき 40 ㎡ 

 

壁 面 の 
位 置 の 制 限 

  建築物の外壁又は

これに代わる柱（以

下「外壁等」という。）

の面から敷地境界線

（道路境界線におけ

る隅切部分を除く。）

までの距離は１ｍ以

上とする。ただし、

外壁等の後退距離の

限度に満たない距離

にある建築物又は建

築物の部分が次の各

号のいずれかに該当

する場合は、この限

りでない。 

(1) 隣地境界線に面

する外壁等の中心

線の長さの合計が

３ｍ以下で、かつ、

当該外壁等の隣地

境界線からの後退

距離が 0.5ｍ以上

であるもの 

(2) 物置その他これ

  建築物の外壁又は

これに代わる柱（以下

「外壁等」という。）

の面から敷地境界線

（道路境界線におけ

る隅切部分を除く。）

までの距離は１ｍ以

上とする。ただし、外

壁等の後退距離の限

度に満たない距離に

ある建築物又は建築

物の部分が次の各号

のいずれかに該当す

る場合は、この限りで

ない。 

(1) 隣地境界線に面す

る外壁等の中心線

の長さの合計が３

ｍ以下で、かつ、当

該外壁等の隣地境

界線からの後退距

離が 0.5ｍ以上であ

るもの 

(2) 物置その他これに

１   建築物の外壁又

はこれに代わる柱

（以下「外壁等」と

いう。）の面から敷

地境界線（道路境界

線における隅切部

分を除く。）までの

距離は 1.5ｍ以上と

する。ただし、外壁

等の後退距離の限

度に満たない距離

にある建築物又は

建築物の部分が次

の各号のいずれか

に該当する場合は、

この限りでない。 

  (1) 隣地境界線に面

する外壁等の中

心線の長さの合

計が３ｍ以下で、

かつ、当該外壁等

の隣地境界線か

らの後退距離が

0.5ｍ以上である

  建築物の外壁又は

これに代わる柱（以下

「外壁等」という。）

の面から敷地境界線

（道路境界線におけ

る隅切部分を除く。）

までの距離は 0.5ｍ以

上とする。ただし、外

壁等の後退距離の限

度に満たない距離に

ある建築物又は建築

物の部分が次の各号

のいずれかに該当す

る場合は、この限りで

ない。 

(1) 物置その他これに

類する用途に供す

る附属建築物で軒

の高さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面積の

合計が５㎡以内で

あるもの 

(2) 附属建築物の自動

車車庫で、軒の高さ

  建築物の外壁又

はこれに代わる柱

（以下「外壁等」と

いう。）の面から敷

地境界線（道路境界

線における隅切部

分を除く。）までの

距離は１ｍ以上と

する。ただし、外壁

等の後退距離の限

度に満たない距離

にある建築物又は

建築物の部分が次

の各号のいずれか

に該当する場合は、

この限りでない。 

(1) 隣地境界線に

面する外壁等の

中心線の長さの

合計が３ｍ以下

で、かつ、当該外

壁等の隣地境界

線からの後退距

離が 0.5ｍ以上
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に類する用途に供

する附属建築物で

軒の高さが 2.3ｍ

以下で、かつ、床

面積の合計が５㎡

以内であるもの 

(3) 附属建築物の自

動車車庫で、軒の

高さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面積

の合計が 7.5 ㎡以

内であるもの 

類する用途に供す

る附属建築物で軒

の高さが 2.3ｍ以下

で、かつ、床面積の

合計が５㎡以内で

あるもの 

(3) 附属建築物の自動

車車庫で、軒の高さ

が 2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合計が

7.5 ㎡以内であるも

の 

もの 

  (2) 物置その他これ

に類する用途に

供する附属建築

物で軒の高さが

2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合計

が５㎡以内であ

るもの 

  (3) 附属建築物の自

動車車庫で、軒の

高さが2.3ｍ以下

で、かつ、床面積

の合計が 7.5 ㎡

以内であるもの 

２  建築基準法（昭和

25 年法律第 201 号）

第 86 条第１項又は

第３項の規定による

認定を受けた建築物

に前項の規定を適用

する場合は、これら

の建築物は同一敷地

内にあるものとみな

す。 

が 2.3ｍ以下で、か

つ、床面積の合計が

7.5 ㎡以内であるも

の 

(3) 巡査派出所、公衆

電話所、公共用歩廊

その他これらに類

する公益上必要な

建築物 

であるもの 

(2) 物置その他こ

れに類する用途

に供する附属建

築物で軒の高さ

が 2.3ｍ以下で、

かつ、床面積の合

計が５㎡以内で

あるもの 

(3) 附属建築物の

自動車車庫で、軒

の高さが 2.3ｍ

以下で、かつ、床

面 積 の 合 計 が

7.5 ㎡以内であ

るもの 

建 築 物 等 の 
高 さ の 
最 高 限 度 

  建築物の軒の高さ

は地盤面から７ｍ以

下とし、地階を除く

階数は２以下とす

る。 

  建築物の軒の高さ

は地盤面から７ｍ以

下とし、地階を除く階

数は２以下とする。 

   

 
工作物の設置 

の 制 限 

   
傾斜地又は擁壁面に張り出した形態の架台その他これに類するものは設けてはならない。 

 
   

垣又はさくの

構 造 の 制 限 

 
建築物に附属するへい又は門（門柱は除く。）で道路に面するものは、生垣、網状その他これらに類するも

のとする。 
 

 

 

土 地 の

利 用 に

関 す る 

事 項 

現存する

樹林地、

草地等で

良好な居

住環境の

確保に必

要なもの

の保全を

図るため

の 制 限 

  良好な住環境の確保に必要な現に存する樹林地及び草地における、樹木の伐採及び土地の形質の変更をして

はならない。 

「区域、地区整備計画の区域及び地区施設の配置は計画図表示のとおり」 
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